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3１.神奈川県営水道事業審議会の審議

開催 時期 議題等

第１回 令和４年３月24日

・審議会の運営について
・神奈川県営水道事業の現状について
・今後の審議の進め方について
・水道料金部会の設置について

第２回 ６月８日
・これまでの施設整備について
・これからの施設整備のあり方について

第３回 ８月16日 ・施設整備の水準について

第４回 11月22日
・水道料金部会の検討状況について
・長期構想骨子案イメージについて

第５回 令和５年２月８日
・長期構想骨子案について
・審議会中間まとめ案について

３月28日 ・「中間とりまとめ」提出

令和４年度 ➡ 「施設整備」のあり方を議論



4１.神奈川県営水道事業審議会の審議

戦略的な管路整備
災害発生時における被害の抑制や早期復旧等の効果に着目した管路整備を実施すべき。

施設整備の水準
アセットマネジメントに基づく100年間の施設整備の水準➡「305億円」

上記に加え、令和6～10年度の経営計画期間では、水源を同じくする水道事業者と連携して「水
道システムの再構築」を進めていくための施設整備等が集中。

「305億円」を上回る事業費が必要となる。

➡ 将来的なコスト削減の効果を示した上で、先行投資として進めるべき。

これまでの目標 ： 年間の管路更新率を１％以上にする

施設整備の質的効果がわかりづらい

施設整備のあり方



5（参考）戦略的な管路整備について

戦略的な
管路整備

効果の検証

震度７クラスの大規模地震が発生した際の被害想定（30年後）
現状ペースで更新すると➡延べ断水戸数 1,103万戸、復旧日数30日
戦略的な管路更新の効果➡延べ断水戸数 112万戸、復旧日数18日

基幹管路等を優先的に更新することで、
30年後の基幹管路は、耐震適合率が100％、老朽管残存延長がゼロに

災害発生時における
被害の抑制や早期復旧などの
効果に着目

・基幹となる管路
・ライフライン施設への管路
（病院、避難所等）

・復旧に時間がかかる管路を
優先的に更新する



6１.神奈川県営水道事業審議会の審議

開催 時期 議題等

第６回 令和５年４月14日 ・審議会スケジュール案について
・料金体系見直しの方向性
・次期経営計画骨子について［報告］

第７回 ５月31日 ・財源対策
・次期経営計画期間の施設整備水準

第８回 ８月18日 ・財政収支見通し
・料金体系及び水準の見直し
・答申素案

第９回 10月４日 ・答申案

第10回 11月８日 ◎答申

令和５年度 ➡ 財源として「水道料金」を議論

上記のほか、令和４年５月から水道料金部会を７回開催して、専門的に議論



7１.神奈川県営水道事業審議会の審議

水道料金のあり方（料金水準）

25％の改定が必要

次期経営計画期間（R6～R10）の財政収支をもとに、算定期間を４年６か月

として試算した事業費に対する財源不足額の割合

(不足額 527億円 ÷水道料金 2,076億円 ＝ 0.25)



8１.神奈川県営水道事業審議会の審議
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○ 用途別に従量料金単価を設定（家事用を安く、業務用を高く設定）

○ 家事用は原価割れ（業務用で補う構造）

（家事用及び業務用の単価と水道使用量）

料金体系の課題 ① 用途別を維持する合理性が低い



9１.神奈川県営水道事業審議会の審議

料金体系の課題 ②

○ 水道事業は固定的経費の割合が極めて高い一方、固定的な収入となる
基本料金の割合が低い。

アンバランスな収支構造



10１.神奈川県営水道事業審議会の審議

水道料金のあり方（料金体系）

① 用途別から口径別

水道は「水道管の口径」により一度に受水可能な量が変わり、その
量に比例して水道施設の整備や維持管理のコストは大きくなることか
ら、口径によって一度に受水可能な量をサービス量（受益）とする、
口径別料金体系へ速やかに転換することが適当である。

② 基本料金収入の割合

将来に亘り安定的に事業運営を継続していくためには、本来は固定
的な経費に相当する91％まで基本料金の収入割合を引き上げることが
適当。
しかし、基本料金が約４倍となるなど影響が大きいため、県営水道

の施設利用率を基に算定した41％を目標として、段階的に割合を高め
ていくことが望ましい。



11１.神奈川県営水道事業審議会の審議

・改定率が25％と高い水準となった主な要因のひとつとして、前回水道
料金改定の2006(平成18)年度以降、長期間改定が実施されなかったこと
があるため、今後は３年から５年程度の周期で定期的に水道料金の妥当
性を検証していくことが適当である。

・料金体系の見直しでは、一定以上の負担増となる使用者に対して丁寧
に説明を行うなど、水道使用者の理解が得られるよう丁寧な対応を行う
ことが適当である。

・改定にあたっては、水道使用者の生活等への影響を考慮し、財政収支
見通しの精査を引き続き行い、必要となる施設整備を維持する中で、可
能な限り改定率を抑える努力をすることが適当である。

その他の主な答申概要



12（参考）審議会答申における料金表案

（税抜き・１か月当たり）
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14２.県営水道の料金改定

平均改定率 25％ ➡ 22％
答申の趣旨を踏まえ、水道管等の整備による防災・減災等の効果を維持しつつ、
支出・収入両面の徹底した見直しにより財源対策を行い、改定率を圧縮。

主な財源対策

項目 内容

ダウンサイジング

配水管の設計流速に関する基準見直し(R5.11)により、
同じ口径でもより多くの水量を流せることとなり、計画期
間の管工事の口径見直しを実施（64億円/５年）

工法の見直し

口径のダウンサイジングに伴い、地中にトンネルを掘る
シールド工法から、一部をより安価な道路を開削する工法
への見直し等を実施し、シールド区間を必要最小限にして
費用を圧縮（26億円/５年）

長寿命化

更新時期を迎えた施設の状況を、より詳細に調査し、更
新から補修への見直しを行うなど、施設の長寿命化を図る
ことで整備費用を削減（31億円/５年）



15２.県営水道の料金改定

長期にわたる物価高騰の中、県民生活や企業活動を優先すべきとの考え
の下、激変緩和措置として段階的な改定を実施

段階的な改定

段階的な改定により不足する財源については、経営上の致命的な問題
にならない範囲で約45億円の借入金を増額
将来世代への負担の先送りにならないよう、充当率の段階的な引き下

げを実施するとともに、毎年度の決算状況を踏まえながら、充当率の低
減につながるよう、借入額の精査を行っていく



16２.県営水道の料金改定

改定率圧縮による主な配慮

少量使用者への配慮
神奈川県営水道では、基本水量（８㎥/月）を付けた基本料金を設定している。

基本水量以内の少量使用者は、基本料金の上昇による負担感が大きくなる。

そのため、生活用水が中心となる口径25㎜以下の基本水量を４㎥/月に見直
すことで、基本料金を圧縮した。

大口径使用者への配慮
口径別料金体系では、水道メータの口径をもとに基本料金を設定するため、

大口径の基本料金が数十倍から数百倍に増加する。

無理のない範囲で口径相応の水量を使用していただければ、改定による影響
が大きく生じないように、審議会の新料金表に比べて基本水量を抑えることで、
基本料金を圧縮した。



17（参考）改定料金表（22％改定版）

家事用
366円

※

※ 現行の料金体系で、単価の安い家事用として配慮している老人ホーム等について、専用の料金を設定
することで配慮を継続
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19３.改定に向けた広報

・広報紙「さがみの水」(R4.1(Ｖｏｌ.88)～R6.1(Ｖｏｌ.93))
通常の４面に加え、料金改定の背景等について特別版２面を作成

・リーフレット「100年水道へむけて」の全戸配布(R5.8～9)
施設整備や災害対策の必要性、料金体系の課題などを掲載

・【特設サイト】水道料金の改定(R5.11～)
審議状況、議会報告、算定ツール※などを掲載

【県営水道リーフレット】
【広報紙「さがみの水」】

※ 今回の改定では料金体系を抜本的に見直すため、
改定議案の提出前ではあったが、改定後の目安
額を確認いただけるように「算定ツール」を公
開した。

料金改定議決前の広報



20３.改定に向けた広報

・県営水道の広報紙「さがみの水(R6.5)」で改定内容を案内
・リーフレットの全戸配布(R6.8～9)

・ダイレクトメールを送付（R6.4）
(改定料金の目安、口径変更等の案内)

・「水道への転換による減額制度」の案内（R6.7）(チラシ、訪問)

全使用者向け

事業者向け

地下水多量使用者向け

（140万戸）

（口径30ミリ以上の約8,000者）

（約300者）

料金改定議決後の広報



21（参考）料金改定に関する問い合わせ状況

項目 件数 内容

料金確認 130
・料金の計算方法を知りたい
・平均改定率より影響が大きいのは何故か（大口径少量使用者）
・下水道使用料は変わるのか

口径見直し 82
・口径を小さくするには、どこに頼めばよいのか
・工事費はどの程度かかるのか

苦情 2
・こんなに短い期間で３回も値上げするのが理解できない
・極端な改定ではないか（大口径少量使用者）

その他 66
・地下水から水道への転換について確認したい
・他の管理物件にも通知が届いているのか（横浜市、小口径など）

計 280

R6.4 ～ R6.6

※口径30ミリ以上の使用者へのダイレクトメールの問合せが中心


